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単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株）   

１．平成１８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１８年９月中間期 5,253 ( 9.5) △239   (－) △236 (－)

１７年９月中間期 4,798 (10.9) △11 (－) △17 (－)

１８年３月期 10,579 △92 △90

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

１８年９月中間期 △215 ( － ) △23 43

１７年９月中間期 △148 ( － ) △16 07

１８年３月期 △162 △17 64

（注）①期中平均株式数 18年９月中間期 9,208,969株 17年９月中間期 9,216,636株 18年３月期 9,214,425株

②会計処理の方法の変更 無      

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

１８年９月中間期 8,390 5,543 66.1 602 03

１７年９月中間期 8,694 5,762 66.3 625 37

１８年３月期 8,933 5,764 64.5 625 86

（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期 9,208,852株 17年９月中間期 9,214,177株 18年３月期 9,209,752株

②期末自己株式数 18年９月中間期  288,467株 17年９月中間期 283,142株 18年３月期 287,567株

２．平成１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

通　期 10,500  0  0  

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　0円0銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

 中間期末 期末 年間

18年３月期 － － － 

19年３月期（実績） － －  － 

19年３月期（予想） － － － 

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は中間決算短信（連結）の添付資料の5ページを参照して下さい。



６．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 774,611 1,038,457 1,471,147

２．受取手形 12,430 1,316 2,152

３．売掛金 2,886,851 2,923,892 2,779,541

４．有価証券 64,260 － －

５．たな卸資産 1,202,081 715,897 890,570

６．その他 369,951 415,381 352,927

７．貸倒引当金 △893 △802 △151

流動資産合計 5,309,292 61.1 5,094,142 60.7 5,496,188 61.5

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ＊１ 228,857 149,291 195,487

２．無形固定資産

(1）ソフトウェア 1,433,568 1,360,953 1,446,369

(2）その他 11,324 11,324 11,324

計 1,444,893 1,372,278 1,457,693

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 305,339 313,208 317,914

(2）関係会社株式 687,741 780,241 780,241

(3）繰延税金資産 118,764 84,947 101,793

(4）その他 813,932 802,588 793,989

(5）貸倒引当金 △214,545 △206,007 △209,473

計 1,711,232 1,774,976 1,784,464

固定資産合計 3,384,982 38.9 3,296,546 39.3 3,437,646 38.5

資産合計 8,694,274 100.0 8,390,689 100.0 8,933,834 100.0

－ 1 －



前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 661,321 549,284 733,552

２．短期借入金 100,000 100,000 100,000

３．1年内償還予定社債 150,000 150,000 150,000

４．未払法人税等 20,735 20,897 27,898

５．賞与引当金 255,519 323,423 375,919

６．返品調整引当金  63,679 125,072 53,000

７．その他 ＊２ 552,305 682,274 714,109

流動負債合計 1,803,561 20.7 1,950,952 23.2 2,154,479 24.1

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 200,000 100,000 150,000

２．社債 775,000 625,000 700,000

３．未払役員退職慰労金 － 108,893 －

４．退職給付引当金 59,700 61,886 57,663

５．役員退職慰労引当金 93,785 － 107,617

固定負債合計 1,128,486 13.0 895,779 10.7 1,015,281 11.4

負債合計 2,932,047 33.7 2,846,731 33.9 3,169,761 35.5

（資本の部）

Ⅰ　資本金 3,149,650 36.2 － － 3,149,650 35.3

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 1,398,162 － 1,398,162

２．その他資本剰余金 2,363,243 － 2,363,243

資本剰余金合計 3,761,405 43.2 － － 3,761,405 42.1

Ⅲ　利益剰余金

１．中間（当期）未処理
損失

1,021,105 － 1,035,510

利益剰余金合計 △1,021,105 △11.7 － － △1,035,510 △11.6

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

5,188 0.1 － － 25,283 0.3

Ⅴ　自己株式 △132,911 △1.5 － － △136,755 △1.6

資本合計 5,762,226 66.3 － － 5,764,073 64.5

負債・資本合計 8,694,274 100.0 － － 8,933,834 100.0

－ 2 －



前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本           

　１　資本金   － －  3,149,650 37.5  － －

　２　資本剰余金           

(1)資本準備金 － 1,398,162 －

(2)その他資本剰余金 － 2,363,243 －

資本剰余金合計 － － 3,761,405 44.8 － －

　３　利益剰余金           

(1)その他利益剰余金    

　　繰越利益剰余金 － 1,251,246 －

利益剰余金合計 － － △1,251,246 △14.9 － －

　４　自己株式   － －  △137,398 △1.6  － －

　株主資本合計   － －  5,522,411 65.8  － －

Ⅱ　評価・換算差額等           

１　その他有価証券評価

差額金
  － －  21,546 0.3  － －

評価・換算差額等合

計
  － －  21,546 0.3  － －

　純資産合計   － －  5,543,957 66.1  － －

負債純資産合計   － －  8,390,689 100.0  － －

－ 3 －



(2）中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 4,798,814 100.0 5,253,597 100.0 10,579,793 100.0

Ⅱ　売上原価 ＊１ 3,670,681 76.5 4,405,409 83.9 8,367,054 79.1

売上総利益 1,128,133 23.5 848,188 16.1 2,212,738 20.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ＊１ 1,139,764 23.8 1,088,105 20.7 2,305,384 21.8

営業損失 11,631 △0.3 239,917 △4.6 92,646 △0.9

Ⅳ　営業外収益 ＊２ 24,556 0.5 11,722 0.2 41,297 0.4

Ⅴ　営業外費用 ＊３ 30,002 0.6 8,526 0.1 38,706 0.4

経常損失 17,077 △0.4 236,721 △4.5 90,054 △0.9

Ⅵ　特別利益 ＊４ 17,402 0.4 18,300 0.3 86,527 0.8

Ⅶ　特別損失 ＊5,6 131,597 2.7 3,324 0.0 163,510 1.5

税引前中間（当
期）純損失

131,272 △2.7 221,745 △4.2 167,037 △1.6

法人税、住民税及
び事業税

10,466 6,281 17,428

法人税等調整額 6,410 16,877 0.4 △12,291 △6,010 △0.1 △21,911 △4,483 △0.1

中間（当期）純損
失

148,149 △3.1 215,735 △4.1 162,554 △1.5

前期繰越損失 872,955 － 872,955

中間（当期）未処
理損失

1,021,105 － 1,035,510

－ 4 －



(3）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間　(自平成18年４月１日　至平成18年９月30日)

株主資本

資本金 

資本剰余金 その他利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰
余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

平成18年３月31日　残高

　　　　　　 （千円）
3,149,650 1,398,162 2,363,243 3,761,405 △1,035,510 △1,035,510 △136,755 5,738,789

中間会計期間中の変動額

中間純利益     △215,735 △215,735  △215,735

自己株式の取得       △643 △643

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

        

中間会計期間中の変動額

合計　　　　 （千円）
－ － － － △215,735 △215,735 △643 △216,378

平成18年９月30日　残高

　　　　　　 （千円）
3,149,650 1,398,162 2,363,243 3,761,405 △1,251,246 △1,251,246 △137,398 5,522,411

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高

　　　　　　 （千円）
25,283 25,283 5,764,073

中間会計期間中の変動額

中間純利益   △215,735

自己株式の取得   △643

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

△3,736 △3,736 △3,736

中間会計期間中の変動額　

合計　　　　 （千円）
△3,736 △3,736 △220,115

平成18年９月30日　残高

　　　　　　 （千円）
21,546 21,546 5,543,957

 

－ 5 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し売却原価は移動平均法

により算定）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し売却原価は移動平均

法により算定）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお投資事業組合等への出資につい

ては事業年度の財務諸表に基づいて、

組合の純資産を当社の出資持分割合

に応じて、投資有価証券として計上

しております。

時価のないもの

同左

 

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

商品

総平均法による原価法に

よっております。

(2）たな卸資産

商品

同左

(2）たな卸資産

商品

同左

製品

総平均法による原価法に

よっております。

製品

同左

製品

同左

仕掛品

個別法による原価法によっ

ております。

仕掛品

同左

仕掛品

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法を

使用しております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物　　　　　3～60年

構築物　　　　　 20年

工具器具備品　2～15年

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

 

 

 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

－ 6 －



前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）無形固定資産

ソフトウェア

ソフトウェアパッケージ開

発原価

見積販売数量を基準とし

て販売数量に応じた割合

に基づく償却額と、販売

可能期間（３年）に基づ

く償却額のいずれか多い

金額をもって償却してお

ります。

(2）無形固定資産

ソフトウェア

ソフトウェアパッケージ開

発原価

同左

(2）無形固定資産

ソフトウェア

ソフトウェアパッケージ開

発原価

同左

自社利用ソフトウェア

自社利用ソフトウェアに

ついては、社内における

利用可能期間（５年）に

基づく定額法によってお

ります。

自社利用ソフトウェア

同左

自社利用ソフトウェア

同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えて、

賞与支給見込額の当中間会計期間

負担額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払に備

えるため、支給見込額を計上して

おります。

－ 7 －



前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間期末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（5,050

千円）については、15年による均

等額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時

における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数（13年）による

定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

 

 

＜追加情報＞

確定拠出年金法の施行に伴い、平

成17年3月1日に退職金制度のうち

適格退職年金制度及び退職一時金

の一部を確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準

適用指針第1号（企業会計基準委

員会平成14年1月31日）を適用し

ております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間期末

において発生していると認められ

る額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（5,050

千円）については、15年による均

等額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時

における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数（13年）による

定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

 

──────

 

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

　なお、会計基準変更時差異

（5,050千円）については、15年

による均等額を費用処理しており

ます。

　数理計算上の差異は、その発生

時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数（13年）によ

る定額法により翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。

 

 

──────

 

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、当社内規に基づく中間期末

要支給見積額を引当計上しており

ます。

なお、過年度相当額(85,034千

円)については、5年間で繰り入れ

ることとしております。

 ＜追加情報＞

役員退職慰労引当金の内規の見直

しを前事業年度に行っております。

この内規の見直しにより、前中間

会計期間と同一の基準によった場

合に比べ、営業損失及び経常損失

は、それぞれ4,016千円増加し、

税引前中間純損失6,119千円増加

しております。

(4）役員退職慰労引当金

──────

 

 

  

 

 

 ＜追加情報＞

　当社は、前定時株主総会終結の

時をもって役員退職慰労金制度を

廃止し、制度廃止までの在任期間

に応じた役員退職慰労金について

は、取締役及び監査役のそれぞれ

退任時に支給することといたしま

した。これに伴い、制度廃止まで

の役員退職慰労金相当額は、未払

役員退職慰労金として固定負債に

計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額の100%を計上しております。

　

　なお、過年度相当額(85,034千

円)については、5年間で繰り入れ

ることとしております。 

　　　──────
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(5）返品調整引当金

中間期末日後の返品による損失に

備え、過去の返品実績率を勘案し

返品損失見込額を計上しておりま

す。

 ＜会計処理方法の変更＞

従来、製品の返品については返品

受入時に売上の控除項目としてお

りましたが、当中間会計期間から

過去の返品実績率に基づき返品調

整引当金を計上することに変更い

たしました。

この変更は、上期における製品の

出荷が増加し、その返品実績も増

加傾向にあり、返品金額の金額的

な重要性が高くなってきたことと、

期間損益計算をより適正に行うた

めであります。

なお、この変更により、従来と同

一の方法を採用した場合に比べ、

売上高は63,679千円減少し、また

営業利益、経常利益はそれぞれ

63,679千円減少し、税引前中間純

損失は63,679千円増加しておりま

す。

(5）返品調整引当金

中間期末日後の返品による損失に

備え、過去の返品実績率を勘案し

返品損失見込額を計上しておりま

す。

 　　──────

(5）返品調整引当金

 事業年度末日後の返品による損

失に備え、過去の返品実績率を勘

案し返品損失見込額を計上してお

ります。

 ＜会計処理方法の変更＞

従来、製品の返品については返品

受入時に売上の控除項目としてお

りましたが、当事業年度から過去

の返品実績率に基づき返品調整引

当金を計上することに変更いたし

ました。

この変更は、製品の返品実績が増

加傾向にあり、返品金額の重要性

が高くなってきたことと、期間損

益計算をより適正に行うためであ

ります。

なお、この変更により、従来と同

一の方法を採用した場合に比べ、

売上高は53,000千円減少し、また

営業損失、経常損失及び税引前中

間純損失はそれぞれ53,000千円増

加しております。

４．収益計上基準

　収益の計上は主として検収基準に

よっていますが、システム開発で、

開発期間が１年を超え、かつ請負金

額が５千万円以上のプロジェクトに

ついては進行基準によっております。

４．収益計上基準

同左

４．収益計上基準

同左

５．　　　──────

　

５．　　　　──────

 

５．繰延資産の処理方法

社債発行費は支出時に全額費用と

して計上しております。

６．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっております。

６．リース取引の処理方法

同左

６．リース取引の処理方法

同左
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

７．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。ただし特例処理の要件を

満たすスワップについては、特例処

理を採用しております。

７．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

同　　左

７．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

　　　　　同　　左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）金利スワップ

（ヘッジ対象）借入金の利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）同左

（ヘッジ対象）同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）同左

（ヘッジ対象）同左

(3)ヘッジ方針

当社は、デリバティブ運用基準書に

基づき、借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別は個

別契約毎に行っております。

(3)ヘッジ方針

同　　左

(3)ヘッジ方針

　　　　　同　　左

(4)ヘッジ有効性評価の方法

リスク管理方針に従って、以下の条

件を満たす金利スワップを締結して

おります。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同　　左

(4)ヘッジ有効性評価の方法

リスク管理方針に従って、以下の条

件を満たす金利スワップを締結して

おります。

①金利スワップの想定元本と長期借

入金の元本金額が一致している。

 ①金利スワップの想定元本と長期借

入金の元本金額が一致している。 

②金利スワップと長期借入金の契約

期間及び満期が一致している。

 ②金利スワップと長期借入金の契約

期間及び満期が一致している。

③長期借入金の変動金利のインデッ

クスと金利スワップで受払いされる

変動金利のインデックスが一致して

いる。

  ③長期借入金の変動金利のインデッ

クスと金利スワップで受払いされる

変動金利のインデックスが一致して

いる。

④長期借入金と金利スワップの金利

改定条件が一致している。

 ④長期借入金と金利スワップの金利

改定条件が一致している。

⑤金利スワップの受払い条件がスワッ

プ期間を通して一定である。

従って、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては中間決算日に

おける有効性の評価を省略しており

ます。

 

 

⑤金利スワップの受払い条件がスワッ

プ期間を通して一定である。

従って、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては決算日におけ

る有効性の評価を省略しておりま

す。 

８．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理の方法は税抜

方式によっております。

８．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

同左

８．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

同左
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　中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第6号　平成15年10

月31日）を適用しております。

　これにより、税引前中間純損失が

104,275千円増加しております。

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。

──────

 

 （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第6号　平成15年10月31

日）を適用しております。

　これにより、税引前当期純損失が

121,605千円増加しております。

なお、減損損失累計額については、

建物に関しては減価償却累計額に含

めて、土地に関しては直接控除した

金額を表示しております。

──────

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を

適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当

する金額は5,543,957千円でありま

す。

　なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

──────
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

（中間貸借対照表）

（1）前中間会計期間まで区分しておりました「ソフトウェ

ア仮勘定」は、（当中間期末残高151,872千円）は、当中

間会計期間より資産合計金額の100分の５以下となったた

め、無形固定資産の「ソフトウェア」に含めて表示するこ

とにしました。

  

（2）「関係会社株式」は、前中間会計期間末は、投資そ

の他の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当中間会計期間末において重要性が増しましたので、区分

掲記しました。

  なお、前中間会計期間末の「関係会社株式」の金額は

14,712千円であります。

 前中間会計期間まで「出資金」として表示しておりまし

た任意組合への出資金は、当中間会計期間より「投資有価

証券」として表示しております。この変更は、証券取引法

の一部改正（平成16年12月1日施行）により、投資事業有

限責任組合契約およびこれに類するものとして政令で定め

る任意組合契約もしくは匿名組合契約に基づく権利も「み

なし有価証券」として定義された（証券取引法第2条2項3

号）ことによるものであります。

なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含まれる当該

出資の額は53,587千円であり、前中間会計期間における

「出資金」に含まれている当該出資の額は53,165千円であ

ります。

（中間貸借対照表）

（1）　　　　　　　　────── 

 

 

 

 

 

（2）　　　　　　　　──────

 

 

 

 

 

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度末

（平成18年３月31日）

＊１　有形固定資産減価償却

累計額
458,734千円 428,551千円      474,124千円

＊２　消費税等の取扱い 仮払消費税等、預り消費税等を相殺

の上、46,994千円を流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。

仮払消費税等、預り消費税等を相殺

の上、77,511千円を流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。

──────

　３．偶発債務

銀行借入等に対する債

務保証

中央システム㈱に対し、賃貸ビルの

連帯保証人になっております。

────── ──────

　４．当座貸越契約及びコ

ミットメント契約

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行５行と当座貸越

契約及びコミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

────── 　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行５行と当座貸越

契約及びコミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越極度額及

びコミットメント

の総額

1,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,500,000千円

当座貸越極度額及

びコミットメント

の総額

1,100,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 1,100,000千円
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

＊１．減価償却実施額

有形固定資産       19,682千円    15,157千円 39,728千円

無形固定資産        217,786千円    377,371千円 867,901千円

＊２．営業外収益の主要

科目

受取利息    668千円 501千円    1,053千円

受取配当金    17,433千円 7,378千円 24,532千円

受取保険料     3,418千円 1,459千円 3,405千円

＊３．営業外費用の主要

科目

支払利息    2,482千円 1,754千円 4,619千円

社債発行費   17,700千円    －千円 17,700千円

事務取扱手数料      2,496千円   2,689千円     4,832千円

＊４．特別利益の主要科

目

投資有価証券売

却益
   16,644千円       －千円   19,844千円

固定資産売却益       －千円       12,587千円   －千円

貸倒引当金戻入

益
652千円 1,522千円 3,631千円

＊５．特別損失の主要科

目

減損損失  104,275千円     －千円 121,605千円

固定資産処分損      3,935千円    3,324千円      4,470千円

役員退職慰労引

当金繰入額
     6,513千円        －千円     13,415千円

－ 13 －



項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※６．減損損失 当社は、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上

しました。 

 用途 種類 場所 

遊休不
動産 

土地 
山梨県
巨摩郡

厚生施
設 

土地及び
建物

静岡県
伊東市

当社は、事業の種類別セグ

メントをベースに資産のグ

ルーピングを行っておりま

す。近年の地価下落傾向の

中、減損損失を認識すべき

とされた上記の、遊休不動

産及び厚生施設については、

帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減

損損失（104,275千円）とし

て特別損失に計上しており

ます。

　なお、回収可能価額は鑑

定評価額によっております。

──────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上

しました。 

 用途 種類 場所 

遊休不
動産 

土地 
山梨県
巨摩郡

厚生施
設 

土地及び
建物

静岡県
伊東市

当社は、事業の種類別セグ

メントをベースに資産のグ

ルーピングを行っておりま

す。近年の地価下落傾向の

中、減損損失を認識すべき

とされた上記の、遊休不動

産及び厚生施設については、

帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減

損損失（121,605千円）とし

て特別損失に計上しており

ます。

その内訳は、建物2,338千円

及び土地119,266千円であり

ます。

　なお、回収可能価額は正

味売却価額を使用し、主に

不動産鑑定評価等によって

評価しております。

（中間株主資本等変動計算書関係）

 当中間会計期間（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当中間会計期間増加株
式数（千株）

当中間会計期間減少株
式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

普通株式（注） 287 0 － 288

合計 287 0 － 288

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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①　リース取引

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固
定資産

38,030 14,787 23,243

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固
定資産

38,030 22,427 15,602

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

有形固
定資産

38,030 19,111 18,919

（注）取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間

期末残高が、有形固定資産

の中間期末残高等に占める

割合が重要性を増したため、

当中間事業年度より支払利

子抜き法により算定してお

ります。

なお、支払利息込みにより

算定した金額は次のとおり

であります。

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固
定資産

42,506 17,633 24,873

 （注）取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等

に占める割合が重要性を増

したため、当事業年度より

支払利子抜き法により算定

しております。

なお、支払利息込みにより

算定した金額は次のとおり

であります。

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固
定資産

42,506 21,333 21,172

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内     6,621千円

１年超    16,622千円

合計    23,243千円

１年内  6,879千円

１年超   9,742千円

合計  16,622千円

１年内 6,749千円

１年超     13,215千円

合計   19,964千円

（注）取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間

期末残高が、有形固定資産

の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法により算定しており

ます。

同左 （注）取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が、

有形固定資産の期末残高等

に占める割合が重要性を増

したため、当事業年度より

支払利子抜き法により算定

しております。

なお、支払利息込みにより

算定した金額は次のとおり

であります。

 

１年内 7,401千円

１年超  13,770千円

合計   21,172千円

３．支払リース料    4,165千円

減価償却費相当額   3,734千円

３．支払リース料 3,700千円

減価償却費相当額 3,316千円

３．支払リース料 7,865千円

減価償却費相当額  7,051千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

同左 同左
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②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業会計年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。

（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額(円) 625.37 602.02 625.86

１株当たり中間（当期）

純損失金額（円）
16.07 23.42 17.64

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式は存在

するものの１株当たり中間

純損失であるため記載して

おりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、1株当たり当期純

損失であり、また、希薄化

効果を有している潜在株式

が存在しないため記載して

おりません。

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

中間（当期）純損失（千

円）
148,149 215,735 162,554

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る中間（当

期）純損失(千円）
148,149 215,735 162,554

期中平均株式数（千株） 9,216 9,208 9,214

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利

益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

────── 平成17年６月13日定時株主

総会決議

ストックオプション 

（新株予約権方式）

普通株式273千株

同左

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

－ 16 －


	単体表紙0609.pdf
	単体中間短信0609.pdf

